
出資法人等経営評価書（公益法人等会計用） 整理番号 23 　　
　

　 平成29年7月１日現在
県所管部課

電話番号
Ｅ-mailアドレス　

千円 設立年月日

出資順位 出資額(千円)

1 291,900 31.6%

2 282,850 30.6%

3 28,500 3.1%

4 27,800 3.0%

5 26,000 2.8%

その他 267,300 28.9%

設　立
目　的

［事業の概要］ （単位：千円）

平成26年度平成27年度 28

54,594 62,954 63,197

100.0% 100.0% 100.0%

0.0% 0.0% 0.0%

0.0% 0.0% 0.0%

0 0 0

0.0% 0.0% 0.0%

全体事業 54,594 62,954 63,197

100.0% 100.0% 100.0%

＜ から県民のみなさまへ＞

茨城県漁業信用基金協会

［法人の概要］

茨城県漁業信用基金協会

全体事業に占める割合

事業１

　中小漁業者等の金融機関からの債務を保証することに
より，信用力を補い，資金融通の円滑化を図る。
　その債務に事故があった場合，金融機関に代位弁済
し，その債務(求償権)の回収を行う。

全体事業に占める割合

所　　   在   　　地

資本金（基本財産）

水戸市三の丸1丁目1番33号

　茨城県漁業信用基金協会は，本県漁業者や水産加工業者のみなさまが，金融機関から融資を受ける際に， その
債務を保証することによって借入者の信用を補完し，融資が円滑に行われるよう努めております。
　引き続き，漁協者等緊急保証対策事業や，水産業競争力強化金融支援事業等国の制度を活用した債務保証を推
進 し，本県水産業の復興と体質強化を図るため，当協会の役割を充分に果せるよう努めて参ります。

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     　平成３０年２月　　理事長　大川　雅登

出資比率

茨城県

久慈町漁業協同組合

内　　　　　　　　　　　　容

保証業務

大津漁業協同組合

全体事業に占める割合

理事長　大川　雅登（常勤）

ホームページＵＲＬ

農林水産部漁政課

029-226-0717

iba_gyosin-ki@train.ocn.ne.jp

事　　　業　　　名

茨城県信用漁業協同組合連合会

他　52件

代　　表　　者　　名

全体割合

事業1～3以外

昭和28年9月18日

平潟漁業協同組合

出　　　　　　　資　　　　　　　者　　　　　　　名

　中小漁業融資保証法(昭和２７年法律３４６号)に基づき，中小漁業者等に対する金融機関の貸付け等
について，その債務を保証することにより信用力を補い，経営等に必要な資金の融通を円滑に進め，
もって水産業の振興を図ることを目的に，県・市町村・漁協等水産関係機関の出資により設立された。

924,350

指定管理者

http://ibagyosin-ki.sakura.ne.jp

全体事業に占める割合

事業２

事業３

その他
事　業

主　　な
出資者

年度平成
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公益法人等会計用

[経営状況] 茨城県漁業信用基金協会 (単位：千円）　
増減数
△ 4,043

基本財産運用益 △ 974
事業収益 4,248
受取補助金等 △ 7,317
その他収益 0

経常費用 243
事業費 1,516
管理費 △ 1,273

うち役員人件費 57
うち職員人件費 △ 1,556

0
△ 4,286

8,361
△ 7,290

15,651
0

一般正味財産増減額 11,365
△ 54,158

860
△ 401,399

△ 486,331

84,932
△ 402,259

△ 568,836
△ 321,400

166,577
196,400

860
860

補助金 0
委託料 0

0
その他（分担金・負担金・出捐金等） 0

合　　　計 0
財政的関与の割合（％） 0.0

0
0

合　　　計 0

増減P

△ 2.2
△ 2.6
△ 0.2

2.0
△ 1.2

［組織］

　 県派遣 県OB 　 県派遣 県OB 　 県派遣 県OB

常勤理事・監事 1 0 1 1 0 1 1 0 1 0
非常勤理事・監事 11 1 0 11 1 0 11 1 0 0

計 12 1 1 12 1 1 12 1 1 0
管理職 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
一般職 3 0 0 3 0 0 3 0 0 0
嘱託・臨時職員等 0 0 0 0

計 3 0 0 3 0 0 3 0 0 0

千円

千円

0 00法人税・住民税・事業税

貸
借
対
照
表

基本財産充当額
正味財産合計

6,063,082

△ 11,550

人件費／経常費用
自己収益額／経常収益自己収益比率

管理費比率

貸付金

損失補償・債務保証契約に係る債務残高（期末）

管理費／経常費用

借入金残高（期末）

県
財
政
関
与
状
況

公益目的事業比率

７月１日現在の人数

流動比率

役員

　

職員

25.9

借入金比率

年
当
期

プロパー職
員平均勤続

年数 0 1 20

常勤職員（嘱
託・臨時職員を
除く）の年齢構
成

～20代

平成27年

1,533,514

平成26年度

488,600

488,600

0

0

68.0%
56.3%
66.0%

歳51.3

平均年齢50代 合計

30

60代

区　　　　　　分

29,371
37,140
34,029

平成27年度

12,410

平成28年度
104,594 100,551

平成26年度

1,534,374

8,361

42,608

33,305

30代 40代

1,489,861

0.0%

49.4%

0

人件費比率

主要経営指標

借入金残高／負債・正味財産合計

算式等

103.8%
6.7%

110.3%
8.7%

流動資産／流動負債　

0.0%

0

0

0

経常収益

24,156
34,458

88,865

8,279

0

11
54,594

30,240

37,097

一
般
正
味
財
産

7,552,943

0
経常外費用

指定正味財産増減額

41,346

うち長期借入金

4,190,480
170,300

10,022

うち短期借入金

資産合計

経常外収益

評価損益等

6,823,101

固定負債

40,595

固定資産
負債合計

正味財産期末残高

1,872,602

8,356,615

2,962,750

流動負債

1,045

4,620,669
2,932,274

流動資産

5,297,815

0

1,533,514
1,489,861

0

1,489,861

0

0
0

0

0
0

0
0

平成29年平成28年

0
0

7.8%

57.3%

71.0%
101.8%

59.5%

1,525,286

62,954

0

△ 40,595

0

5,393,865

167,200

6,420,842

63,197

増減理由
新緊急引受け減による補助金の減のため

新緊急引受け減による準備金繰入減のため

有価証券評価差額振替のため

てん補率の高い案件の保険料支払増額のため

借入金の償還増による

32,892

借入金の償還増による

有価証券の増による

新緊急引受け減による準備金繰入減のため

11

8,873

0

8,816

違約金の受入れ等による
新緊急引受け減による補助金の減のため

363,600

7,955,216 保証残高の減、預金残高の減

保証残高の減、預金残高の減

4,728,979
167,200

1,691,863

0

0

0

1,534,374

70.8%

1,534,374

備　考

0

46.8%

借入金の振替による

増減数

プロパー職員平均給与（年額）

常勤役員平均報酬(年額)
１名のため個人情報となる報酬は非公開

増減理由

認定法第15条に定める率

経常外増減額

0

24,150

平成27年度 平成28年度

0

0.0%

4,907,534
3,047,682

退職給付規程改正のため引当金が前年減のため

△ 24,944 新緊急引受け減による準備金繰入減のため

新緊急引受け減による補助金の減のため37,354

20,727

5,804.7

30,345

1,533,514

11

26,985
37,485 36,212 退職給付規程改正のため引当金が前年減のため

正
味
財
産
増
減
計
算
書

経常増減額

22,283

41,640

17,497 25,469

22,460

24,249

34,271

△ 24,249
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経営目的，経営方針が各種計画
に反映され，計画・実行・見直
しが行われているか

財務健全性

　財産の運用につい
ては，金利情報を収
集し，低金利の中，
より有利な債券に切
換える等の効率化を
図っている。

　本協会の収入は，保
証料収入と基金運用利
息であり，基金の効率
的な運用，求償権の計
画的な回収，適切な保
証審査と期中管理，管
理経費の抑制に努め
る。

法人の財務体質が健全である
か，また，各事業の採算性がと
れているか

財務健全性効率性

《評価の視点》

　第３次中期経営計画
（平成２５年度～平成
２９年度）に続く次期
計画を策定し，経営改
善に取り組む。

　定款・業務方法
書・その他規程に基
づき，適正・的確に
業務を遂行してい
る。職員の資質向上
や法令順守の意識向
上を図るため，県や
中央団体が開催する
研修会へ参加してい
る。

組織運営健全性

組織,人事,財務等の内部管理体
制が適切に整備･運用され,かつ
情報公開による透明性の確保が
適切か

目的適合性

計画性

組織の管理運営上における人
的・物的な経営資源が有効活用
されているか

効率性

法人が行っている事業と当初の
設立目的が適合しているか

80%

72%

100%17

95

17

76

9

46

公益法人等会計用

茨城県漁業信用基金協会

警　戒　指　標

財務健全性

得点率

85%

90%

55%

満点

20

20

20

計画性

10

評価項目数

9

8

評点

17

18

11

［法人の自己評価（経営概況，経営上の課題・対策等）］

目的適合性 計画性 組織運営健全性

合計

13 18

［評点集計］

効率性 10

組織運営健全性

評価の視点

目的適合性

今後の事業展開の方向

　本県中小漁業者は，東日本大震災からほぼ復旧したが，水産物の消費の低迷，魚
価安，経費の増加等，依然として経営環境が厳しいので，協会が保証することで，
金融の円滑化を進め，水産業経営の安定化を図る。
【保証業務の推進】：被災者向けの漁業者等緊急保証対策事業に加えて，水産業競
　争力強化金融支援事業の需要が見込まれるので，当該事業を活用し，利用者の負
　担軽減を図ると共に，適正な審査と的確な期中管理に努める。
【求償権の回収】：求償債務者等との面談や金融機関，関係組合の協力を得て担保
　処分，連帯保証人からの回収等を進める。
【協会経営の健全化】：基金のより効率的な運用と事業管理費の抑制に努め，経営
　の健全化を図る。

　経営が不安定で，信
用力の低い中小漁業者
等の債務保証をするこ
とにより，設備・運転
・生活資金等融通の円
滑化を図っている。
　国の震災からの復
旧・復興事業及び水産
業競争力強化金融支援
事業を活用すること
で，本県水産業の振興
に寄与している。

0%

20%

40%

60%

80%

100%
目的適合性

計画性

組織運営の健全性効率性

財務の健全性

経営評価
ﾚｰﾀﾞｰﾁｬｰﾄ
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［法人担当課の意見］

1

2

1

2

1

2

［総合評価］

計画性 組織運営健全性 効率性 財務健全性
　経営が不安定で，信
用力が低い中小漁業者
の設備・運転・生活資
金融通の円滑化を図る
ためには当協会の保証
制度は必要不可欠であ
る。

　第３次中期経営計画
（平成２５年度～平成
２９年度）に続く次期
計画を策定し，経営改
善に取り組む必要があ
る。

　保証機関という業務
の特殊性から，法令遵
守や職員の資質向上に
一層取り組む必要があ
る。

　事業規模の小さい
法人であり，事業収
入における基金運用
益の比率が高い。基
金のより効率的な運
用に努める必要があ
る。

　低金利の状態が続い
ているため，資金運用
の効率化を進めるとと
もに，求償権の計画的
な回収や管理経費の抑
制に努める必要があ
る。

目的適合性

28

取組みを強化すべき視点 目的適合性 計画性 組織運営健全性

法人担当課の意見
　当協会は事業規模の小さい法人であり，事業収入における基金運用益の比率が高い。今後
もより効率的な運用に努めるとともに，求償権の回収促進，管理経費の抑制に努める必要が
ある。

H28実績 達成度(%)

［経営目標］

指　　標　　名 単位 H26実績 H29目標値

経
営
目
標

事
業
成
果

年間保証額
百万
円

2,406 2,646 2,070 1,513

H27実績

73.1% 2,620

保証残高
百万
円

3,983 4,767 4,979 4,524 90.9% 5,089

21.0 19.0 90.5%健
全
性

自己資本比率 ％ 19.0 22.0

流動比率 ％ 308.0 118.0 102.0 186.0 100.0% 95.0

18.0

効
率
性

職員一人当たりの事業収
入

千円 18,132

平均目標達成度 89.6%

総合的所見等
に係る対応

　引き続き，国の支援制度を活用し，被災漁業者等への保証に係る利用者負担軽減
を図るよう指導していく。
　また，第３次中期経営計画（平成２５年度～平成２９年度）に続く次期計画を策
定し，保証債務の期中管理及び求償権管理回収の強化に努めるよう指導していく。

効率性 財務健全性

総合的所見等

　東日本大震災以降の漁船建造等設備資金の需要が一段落し，新規保証が減少したこと
などから，保証残高は４５億２４百万円（前期比５．１パーセント減）となった。事業
規模が小さく，経費削減も困難な中にあって，基本財産の運用益が減少している。
　引き続き，漁業者等緊急保証対策事業や水産業競争力強化緊急事業等の国の支援制度
を活用し，東日本大震災の被災漁業者や，魚価安，諸経費の高騰など厳しい状況におか
れている漁業者への保証に係る利用者負担軽減を図るとともに，新規保証の引受額増加
及び保証債務の期中管理の強化に努められたい。
　また，求償権の回収額は，計画を上回っているものの，平成２７年度に比べて減少し
ていることから，管理回収の強化に努められたい。

区分

93.6% 22,64721,078 23,685 22,170

改善の余地あり概ね良好 大いに改善を要する改善措置が必要

H  目標値

 4


